
令和２年度狭山市一般会計予算案

地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途内訳

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） １７億８千２００万円

（歳出） １８７億８千３９５万９千円

国(県)
支出金

地方債 その他

地方消費税
交付金(社会
保障財源化

分)

その他 事業名
人件費,事務費等
を除いた事業費

地方消費税
交付金(社会
保障財源化

分)

その他

社会福祉総務費 171,585 49,285 1,050 121,250

高齢者福祉費 181,945 1,432 7,188 173,325

障害者福祉費 3,492,722 2,290,240 23,100 306,976 872,406 障害者自立支援・障害児通所等給付事業費 2,664,383 1,992,122 306,976 365,285

児童福祉総務費 3,168,494 1,954,018 8,500 138,382 1,067,594 児童手当支給事業費 1,974,429 1,671,380 138,382 164,667

児童保育費 3,479,779 2,311,734 125,541 394,457 648,047
子ども・子育て新制度関連事業費
（子どものための教育・保育給付事業費、地
域子ども・子育て支援事業費）

3,030,960 2,167,118 394,457 469,385

総合子育て支援ｾﾝﾀｰ費 12,321 5,472 6,849

保育所費 342,063 15,108 14,699 312,256

青い実学園費 22,920 219 22,701

生活保護総務費 9,013 735 8,278

扶助費 1,963,509 1,537,583 194,491 231,435 生活保護事業費 1,963,509 1,537,583 194,491 231,435

小　計 12,844,351 8,165,607 0 180,297 1,034,306 3,464,141 小　計 9,633,281 7,368,203 1,034,306 1,230,772

国民年金費 44 44 0

国民健康保険事業費 1,078,649 352,833 725,816

介護保険事業費 1,853,394 51,748 1,801,646

小　計 2,932,087 404,625 0 0 0 2,527,462 小　計 0 0 0 0

後期高齢者医療事業費 1,953,872 225,627 90,832 747,694 889,719 後期高齢者医療事業費 1,953,872 316,459 747,694 889,719

保健衛生総務費 232,479 14,759 4,851 212,869

保健センター費 32,797 32,797

母子健康費 103,170 13,509 2,222 87,439

予防費 685,203 22,937 66,207 596,059

小　計 3,007,521 276,832 0 164,112 747,694 1,818,883 小　計 1,953,872 316,459 747,694 889,719

18,783,959 8,847,064 0 344,409 1,782,000 7,810,486 充当先事業費　総計 11,587,153 7,684,662 1,782,000 2,120,491

　その他社会保障施策・・・社会福祉（生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉）、社会保険（国民健康保険、介護保険、年金）、保健衛生（医療、疾病の予防対策、健康増進対策）

社会福祉

　消費税率引き上げに伴う地方消費税交付金の増額分については、社会保障４経費及びその他社会保障施策(※)に要する経費(人件
費、事務費を除く）として活用することとされています。
　本市では一般会計の社会保障関連事業費の中で占める割合が大きい４事業の財源としています。

社会保障４経費その他社会保障施策に要する総事業費
（人件費、事務費を除く）

（単位：千円）

区分 款項目
人件費,事務費等
を除いた事業費

財　　源　　内　　訳 　　うち地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　充当先 財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

特定財源

一 般 財 源

社会保険

保健衛生

総　　計

※財源内訳は「人件費、事務費を除いた事業費」の内訳となります

※社会保障経費対象外となる経費は除外しています（公共建築物解体事業費等）

※社会保障４経費・・・年金、医療、介護、子育て


